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山梨県内の労働災害
発生状況について



令和7年における山梨県内の労働災害発生件数

製造業, 231人

商業, 176人

保健衛生業, 

119人

運輸交通業, 

104人

接客娯楽業, 

103人

建設業, 86人

その他, 152人

山梨県内の死傷者数

971件

うち死亡災害
8件

製造業, 161人

商業, 136人

保健衛生業, 

99人

運輸交通業, 

85人

建設業, 54人

接客娯楽業, 

50人

その他, 108人

甲府監督署管内の死傷者数

693件

うち死亡災害
4件



（参考）令和7年9月末時点における労働災害発生状況

製造業, 155人

商業, 118人

保健衛生業, 

77人

運輸交通業, 

69人

接客娯楽業, 

67人

建設業, 56人

その他, 107人

山梨県内の死傷者数

649件

うち死亡災害
6件

製造業, 102人

商業, 91人

保健衛生業, 

64人

運輸交通業, 

58人

建設業, 34人

接客娯楽業, 

34人

その他, 71人

甲府監督署管内の死傷者数

454件

うち死亡災害
３件



令和８年９月末における山梨県内の労働災害発生件数

製造業, 158人

商業, 100人

保健衛生業, 

77人

接客娯楽業, 

67人

運輸交通業, 

53人

建設業, 52人

その他, 112人

山梨県内の死傷者数

619件

うち死亡災害
５件

製造業, 103人

商業, 82人

保健衛生業, 

69人

運輸交通業, 

42人

建設業, 38人

接客娯楽業, 

33人

その他, 88人

甲府監督署管内の死傷者数

455件

うち死亡災害
３件

前年同月比：全数は30件減、建設業は4件減 前年同月比：全数は１件減、建設業は4件増



令和７年までに発生した山梨県内の労働災害発生件数の推移
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（参考）全国で発生した建設業における労働災害発生状況
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（参考）全国で発生した建設業における労働災害発生状況

墜落・転落, 91人

はさまれ・巻き込まれ, 23

人

崩壊・倒壊, 22人

交通事故（道路）,

 14人

飛来・落下,

 8人

Ｒ７年
死亡災害214件



（参考）全国で発生した建設業における労働災害発生状況

墜落・転落, 4343人

転倒, 1579人

はさまれ・巻き込まれ,

 1496人

切れ・こすれ,

 1158人

飛来・落下,

 1127人

Ｒ７年
死傷災害

13,437件



労働災害防止対策に
ついて



山梨県内で令和7年に建設業で発生した死亡災害について



山梨県内で令和8年に建設業で発生した死亡災害について

２



厚生労働省
「はしごを使う前に／脚立を使う前に」

はしご・脚立に取扱いについて



（参考）はしごや脚立が原因で発生する労働災害

✓ はしごや脚立を使用する前には、

前ページの項目を点検。

✓ 保護帽の着用と3点指示の徹底を！

厚生労働省「はしごを使う前に／脚立を使う前に」から引用



墜落・転落災害防止について

「落ちる場所をなくす」対策の例

開口部養生のみではなく、

ズレ止めの設置や注意喚起表示を

併せて実施。

東京労働局亀戸労働基準監督署「建設工事現場における労働災害防止対策好事例集」から引用



墜落・転落災害防止について

ネットを追加した例

隙間からの墜落、物の落下を防ぐ

ことができる。

東京労働局亀戸労働基準監督署「建設工事現場における労働災害防止対策好事例集」から引用



墜落・転落災害防止について

足場と躯体の隙間からの墜落防止例

隙間を埋めるために渡りを設置。

併せて、場所によって手すりを設置。

東京労働局亀戸労働基準監督署「建設工事現場における労働災害防止対策好事例集」から引用



墜落・転落災害防止について

注意喚起表示の例

複数言語とイラストを用いてわかり

やすくしている。

東京労働局亀戸労働基準監督署「建設工事現場における労働災害防止対策好事例集」から引用



（参考）パンフレット

東京労働局亀戸労働基準監督署
「建設工事現場における労働災害防止対策好事例集」



（参考）リスクアセスメント

✓ 事業者が自主的に個々の事業場の建設物、設備、原材料、ガ ス、蒸気、粉じん等による、
又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等の調査を行うこと

⑴ 労働者の就業に係る危険性又は有害性の特定

⑵ ⑴により特定された危険性又は有害性によって生ずるおそれのある負傷又は疾病の

重篤度及び発生する可能性の度合い（リスク）の見積もり

⑶ ⑵の見積りに基づくリスクを低減するための優先度の設定及びリスクを低減するための

措置（リスク低減措置）内容の検討

⑷ ⑶の優先度に対応したリスク低減措置の実施



（参考）リスクアセスメント

東京労働局「リスクアセスメントをはじめよう」から引用



（参考）リスクアセスメント

東京労働局「リスクアセスメントをはじめよう」から引用



（参考）リスクアセスメント（リスクの見積もり）

東京労働局「リスクアセスメントをはじめよう」から引用



（参考）リスクアセスメント

東京労働局「リスクアセスメントをはじめよう」から引用



（参考）リスクアセスメント

東京労働局「リスクアセスメントをはじめよう」から引用



（参考）パンフレット

東京労働局「リスクアセスメントをはじめよう」



行動災害防止

行動災害とは

「転倒」や腰痛等の「動作の反動、無理な動作」等、職場における労働者の作業行動

を起因とする労働災害。

山梨労働局「行動による労働災害を防止しましょう！」から引用



行動災害防止

山梨労働局「行動による労働災害を防止しましょう！」から引用



（参考）パンフレット

山梨労働局
「行動による労働災害を防止しましょう！」



転倒災害防止

転倒災害の要因

 「滑り」による転倒災害

 「つまづき」による転倒災害

 「身体的な要因」による転倒災害

ハード的対策（物理的な対策）

ソフト的対策（セルフケア等）

１ 凍結した通路等で滑って転倒
→通路の除雪・融雪等の実施

２ 雨でぬれた通路等で滑って転倒
→雨天時に滑りやすい場所について、防滑処置等の対策を実施

「滑り」による転倒災害の原因と対策例



転倒災害防止

１ 何もないところでつまずいて転倒
→転倒やけがをしにくい身体づくりのための運動プログラムの導入

「身体的要因」による転倒災害の原因と対策例

１ 通路等に放置されたものに躓いて転倒
→物を置く場所の指定、整理・整頓の徹底。

２ 足元が転倒
→十分な明るさを確保する。

「つまづき」による転倒災害の原因と対策例



転倒災害防止

事業場や現場に転倒リスクの高い場所が

ないか確認を！

厚生労働省「STOP!転倒災害プロジェクト」



高年齢労働者の労働災害防止

高年齢者の労働災害防止のための指針

事業者が講ずべき措置

安全衛生管理体制の確立等

職場環境の改善

高年齢者の健康や体力の状況の把握

高年齢者の健康や体力の状況に応じた対応

安全衛生教育



高年齢労働者の労働災害防止

厚生労働省「高年齢者の労働災害防止のための指針を策定しました」から引用



高年齢労働者の労働災害防止

厚生労働省「高年齢者の労働災害防止のための指針を策定しました」から引用



高年齢労働者の労働災害防止

厚生労働省「高年齢者の労働災害防止のための指針を策定しました」から引用



高年齢労働者の労働災害防止

厚生労働省「高年齢者の労働災害防止のための指針を策定しました」から引用



高年齢労働者の労働災害防止

厚生労働省「高年齢者の労働災害防止のための指針を策定しました」から引用



（参考）パンフレット

厚生労働省
「高年齢者の労働災害防止のための指針を策定しました」



第14次労働災害防止
計画について



第14次労働災害防止計画について

厚生労働省「第14次労働災害防止計画の概要」から引用



第14次労働災害防止計画について

厚生労働省「第14次労働災害防止計画の概要」から引用



（参考）パンフレット

厚生労働省
「第14次労働災害防止計画の概要」



山梨第14次労働災害防止計画について

 建設業において、墜落・転落対策のリスクアセスメントを行っている事業場の割合を

85 %以上にする。

 陸上貨物運送業、建設業及び林業は、2027年までに死傷者数を５％減少させる、

又は山梨13次防期間中と山梨14次防期間中を比較して死傷者数５％減少させる。

山梨労働局「山梨第14次労働災害防止計画の概要」



直近の法改正
について



足場に係る法改正について

厚生労働省「足場からの墜落防止措置が強化されます」から引用



足場に係る法改正について

①一側足場の使用範囲

幅が1メートル未満の場合

障害物の存在その他の足を使用する場所の状況により本足場を使用することが

困難なとき

厚生労働省「足場からの墜落防止措置が強化されます」から引用



足場に係る法改正について

②足場の点検者について

✓ 指名の方法

「書面で伝達」

 「朝礼等に際し口頭で伝達」

「メール、電話等で伝達」

「あらかじめ点検者の順番を決め、その順番を伝達」等



足場に係る法改正について

②足場の点検者について

✓ 点検者について

厚生労働省「足場からの墜落防止措置が強化されます」から引用



足場に係る法改正について

③足場の組立て等の後の点検者の氏名の記録・保存について

✓ 点検の結果及び点検者の氏名

✓ 補修等をおなった場合には当該措置の内容

厚生労働省「足場からの墜落防止措置が強化されます」



個人事業者等に対する安全衛生対策の推進について

「個人事業者等」とは

✓ 事業を請け負う者で労働者を使用しない者。

✓ 個人事業者のほか、中小事業者の代表者又は役員も対象

法改正の内容

✓ 注文者の債務の範囲の明確化（R7.5）

✓ 注文者等が行う措置の対象に「個人事業主等」を含める（R8.4）

✓ 個人事業主等自身による措置（R9.4）

→機械等の安全確保、危険有害業務に関する安全衛生教育

✓ 個人事業主等の休業4日以上の災害について、特定注文者は監督署に遅滞なく

報告する。（R8.4）



参考資料

厚生労働省労働基準局安全衛生部
「改正労働安全衛生法説明会」



石綿障害予防について

石綿による健康障害

✓ 肺がんや中石綿にばく露する可能性皮腫などを引き起こす。

✓ 石綿含有物質の切断等により、現場作業に従事する労働者等が石綿にばく露

する可能性がある。

石綿ばく露防止対策

✓ 事前調査の実施

✓ 有資格者の選任及び特別教育の修了

✓ 発散抑制措置・隔離措置・保護具の着用

   などの徹底



石綿障害予防について

事前調査で必要な資格について

✓ 令和5年10月1日以降着工の工事では、「建築物石綿含有建材調査者」によ

る事前調査の実施が必要。

✓ また、令和8年1月1日以降着工の工事において、一部の工作物の石綿事前調

査には、「工作物石綿事前調査者」による事前調査の実施が必要。



石綿障害予防について

事前調査の実施について

✓ 「目視」と「設計図書」による調査が基本

✓ 上記の方法によっても石綿含有の有無が不明な場合は

「分析調査」が必要。

✓ 事前調査実施後には、石綿事前調査結果報告システムにより

報告が必要

→事前調査の結果石綿含有無しの場合も報告は必要！

※事前調査結果報告は、元請事業者が行う必要がある。



ストレスチェックについて

令和10年（2027年）から

労働者数50人未満でも、ストレスチェックの実施が義務になります！

ストレスチェックとは

事業者による職場のメンタルヘルス対策の取組み。

労働者本人のストレスへの気付き・セルフケアを促すとともに、

検査結果の集団ごとの集計・分析を通じて、職場のストレス要因

の改善につなげることで、メンタルヘルス不調の未然防止を図る

仕組み。



ストレスチェックについて

50人以上の事業場 50人未満の事業場

産業医又は外部委託 外部委託
※労働者のプライバシー保護の観点から、原則、外部委託を推奨

産業医又は外部委託 地域産業保健センター

監督署への報告 実施結果の報告義務 監督署への報告義務はなし

ストレスチェック

医師の面接指導

産業医選任（義務）



（参考）産保センター
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